社会福祉法人鼎経営理念（倫理綱領）
２００７年４月

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２００９年１１月改訂
　私達は、１９９８年に「いつもの暮らしを地域の中で」というスローガンを掲げ、「人権が保障される施設づくり」を基本理念に高齢者福祉施設をオープンしました。

　その後間もなくから、社会福祉制度は大きく変動し「措置から契約へ」という流れの下、施設経営者には「サービス提供者」としての自覚が強く求められるようになりました。又、多様なサービス提供者が参入し「競争の時代」とも言われるようになりました。そうした社会情勢の中で、私達は、高齢者福祉施設の運営において一定の安定と介護水準の向上に努めながら、１０余年経った２００９年５月には障害福祉サービス事業所を開設し、障がいのある人と共に地域で働き、暮らしていくことができる地域福祉の充足に新たな一歩を踏み出しました。
一方で、深刻な行財政赤字と保険財政の悪化により、サービス報酬の減額・利用者負担増加の傾向が高まり、当法人に限らず、高齢者・障がい者の福祉サービス事業の経営環境は厳しさを増しています。そして、こうした経営環境の変化に応じて、私達の経営理念も一定の見直しを図ることが求められてきています。もちろん「人権が守られる」という基本理念は不動であり、そもそも今日では厚生労働省の社会福祉政策そのものの中心理念が「人権」となっており、「人権」という抽象的な理念を、具体的に“どのような福祉サービス経営を通じて実現していくのか”についての説明責任が問われていると思います。

　
そこで、すでに国際基準として認められている現代の企業経営理念（日本経営革新ガイドライン）を基本とし、厳しい経営環境を踏まえ、私達の新たな経営理念を以下に宣言します。
厳しい経営環境の時こそ「基本理念」を確立し、多くの法人役員・職員がそれを共有して、一つの方向に向かって日々の仕事を進めていくことが、最も堅実な経営のあり方だと考えます。“コンセプトの共有”こそ、あらゆる産業に共通する成功のための大原則であり、日々の具体的な実践は“コンセプト”に従って継続され、そこで初めて目的に向かったスキルアップが図られるのです。

Ⅰ．基本理念「持続可能な経営」

　まず、現代経営理念は、利益の大小や売り上げの増減以上に、現在進めている事業経営が「持続可能か」ということを最も重要視しています。たとえ一時的に利益が上がったとしても、その事業体の活動が数年で消滅してしまうようでは「持続可能な経営」ではありません。企業は、その活動を通じて人々に幸福を提供することが目的なのであり、長期に渡る持続可能性がない活動は、それだけ人々にとってありがたい成果をもたらさないということになり、その企業の社会的存在価値は無いということになります。その意味で、たとえ美しい理念であったとしても、持続不可能な目標を掲げた事業体は、おのずと「退場」しなければならないのです。

　そして、「持続可能性」を実現する方法として「経営革新ガイドライン」に定める具体的実践が必要とされるのです。

Ⅱ．経　営　理　念

＜1＞ 顧客本位
　　経営の第一の理念は「顧客本位」です。顧客満足を正確且つスピーディーに把握し、顧客に認められる「価値」（ほしいもの）を提供することが、全てに勝る経営理念です。事業体は顧客満足のための道具であることに徹するということで、社会福祉法人鼎では、具体的に以下のことになります。

1． 提供すべきサービスの核心（重心）は「安心」「安全」「尊厳」

2． 「拘束」「閉じこめ」ゼロ

3． 介護に適した医療とターミナルケア

4． 透明で迅速な「苦情対策」「事故対策」

5． 働く喜びと、正当な工賃を得る為の支援

6． その人の持つ力で望みの達成に向かう訓練・指導

7． 必要最小限の自己負担と生活困窮者の救済

8． 厳格な財政、資産管理（財産は地域のものであり、法人のものではない）
＜2＞ ステイクホルダー（利害関係者）の尊重
　　第二の理念は、私達の仕事を成り立たせている全ての利害関係者を尊重し、自らの利益のために関係者を泣かすようなことはしてはならないということです。ステイクホルダーとは、具体的に「職員」「取引先業者」「友好関係にある類似法人」「仕事に関わる諸官庁」「自治体や周辺住民」「支援に携わる個人・団体のボランティア」です。これらの人々の働きを無しに、私達の仕事は成り立ちません。社会福祉法人鼎では以下のことになります。

１．職員の権利と人格が守られてこそ、ご利用者に満足いただけるサービスが提供される。良好な職場環境こそ全ての成功（富）の源泉である。

２．「発意・提案の活性化」「説明と討論の活性化」「現場主権」による「現場が元気な職場」

３．労働基準法の定めの遵守・労働者の健康の何よりもの尊重

４．パワーハラスメント（権力による嫌がらせ）、セクシャルハラスメント（性的嫌がらせ）の厳禁・人事権の濫用の厳禁

５．適正で公正な契約

６．類似法人との協力関係の重視（ライバルではなく同志なのです）

７．関連業者さんの尊重（支えとして不可欠＝協働者です）
８．地方自治体、地域住民に対する社会貢献

９．ボランティアの尊重（サービスの充足の助っ人＝貢献者です）
＜3＞ 社会との調和
　　現代経営理念は、一企業の利益のために他者の利益を損なってはならない、という点を最も重視しています。「社会との調和」もその重要な一つで、持続可能な経営のためには、経営の土壌となっている社会の健全な発展が欠かすことのできない要素であると認識されています。社会福祉法人鼎では以下のことになります。
　　

１．法令遵守・「千葉県人権施策基本指針」「福祉施設で暮らしている人たちの生活向上のための指針」尊重

２．環境の保護

３．地域防災に関する社会貢献

４．地域の多様な福祉ニーズに応える（地域福祉の充足）
５．開かれた施設運営（施設機能の地域活用）
６．情報開示

７．特定の政治・宗教からの中立、及びご利用者の内心の自由の尊重

＜4＞ 特化された技術
　　「特化された技術」とは、その事業体の活動目的そのものであり、且つ最も得意な分野であり、他者に真似することができない技術のことです。よく「商品の差別化」という言葉を聞くことがあると思いますが、要するに、その事業体は“いったい社会にどのような価値を提供しているのか”ということをわかりやすく表現することが、企業の社会的存在意義を決定するのです。“あれもこれも”は不可能であり、一つ間違えば誇大広告や詐欺になる危険性があります。「安いもの」なら「安さ」に徹する。高くても「安全なもの」なら「安全」に徹する。そして、それを提供するための高い技術を身につけることが大切なのです。

　　限られた経済的・人的資源の中で、いったい何を提供していくのか、しかも、一時的ではなく可能な限り継続して…、と考えると、特に私達のような介護老人福祉施設・障がい福祉サービス事業所は、決してホテルのような建物で、楽園のような生活（暮らし方）を提供しているのではない、ということが原点です。限られた経済力の中で社会的支援を求めている人々に“可能な限り今までに近い生活”を提供するには、提供するサービスの必要性に優先順位をつけていくことがどうしても不可避であり、私達はそこに「安心」「安全」「尊厳」を定めていこうと考えます。

　次に、そのサービスの提供量も無尽蔵とはいかないのですから、「施設・事業所の周辺」（酒々井、佐倉）に限定されます。そして、より良い福祉サービスを限られた財源で提供していくための唯一絶対の秘訣は、地域社会からの人的・物的・財的支援の他はありません。

　　以上を総合して、私達が身につけるべき「特化された技術」とは、「酒々井・佐倉の地域に密着し、この地域の福祉インフラを整備し、最も基本的な介護サービス・障がい福祉サービスを、地域と一体化して運営し続けていくこと」となります。このことを最もわかりやすく表現したものが、高齢者福祉施設開設時の「いつもの暮らしを地域の中で」というスローガンです。

　「地域と一体化する」ことは立派に特化された技術です。地域のさまざまな人々と交流し、多様・大量の福祉ニーズに関する情報を蓄積し、そして決して敵を作らない寛容さと忍耐力を身につけることは大変な技術です。この技術が、私達が有する乏しい福祉資源に対する社会の支援を可能にします。

　「いつでも、どこでも、誰とでも」という言葉が、かつていろいろなところで見かけられましたが、このような楽天的なコスモポリタニズムは現実には実現しませんでした。「いつ、どこで、誰と」を限定することこそ、実現可能な活動の条件です。

　　私達は、「できる限り永く（いつ）」「酒々井・佐倉で（どこで）」「地域の住民とともに（誰と）」福祉サービスを提供していきます。

